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１．はじめに 

維持管理の観点からパイプラインの安全性を評価するためには応力状態を知ることが有効である。構造物に対す

る応力測定では、ひずみゲージ法（以下ゲージ法とよぶ）によるものが一般的であるが、既設パイプラインの応力状態

をゲージ法で測定するためには応力解放作業を伴った、いわゆる破壊検査でないと難しい。一方、供用下のパイプ

ラインの多くはこのような破壊検査を行うことは不可能であり、自ずとその適用範囲は限られていた。以上のような背景

から著者らはパイプラインの応力を非破壊的に、かつ簡便に測定・評価できる手法として、磁気異方性を利用した応

力測定法（以下磁歪法とよぶ）に着目し、その利用技術を開発してきた。本報告では前報［１］に引き続き、高周波誘導

加熱法によって製作された曲管（高圧ガス幹線用高周波ベンドﾞ管）に荷重を負荷し、磁歪法で測定した応力分布を

Karman の偏平応力理論に基づいて処理することによって、偏平応力を精度良く評価できることを紹介する。 

２．Karman の偏平応力理論 

モーメントが作用する曲管に発生する偏平応力を理論的に説明したものとして、Karman の偏平応力理論（以下

Karman の式とよぶ）が知られている。Karman の式はφ：管の周方向角度とし、ν：ポアソン比、Ｒ：曲管の曲率半径、

ｒ：管半径、ｔ：管厚、Ｉ：管の断面２次モーメント、Ｍ：曲管の作用モーメントとすると、管軸、管周方向応力σL,σC は、 
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で表される。また(1)式をより高次まで展開して解析精度を向上させた修正式も提案されている［２］。そこでモーメントに

よって偏平応力が発生している曲管部の表面応力を磁歪法で測定し、測定結果を統計処理によって(1)式に回帰

（本検討では修正式を使用、以下 Karman 分析とよぶ）することによって、偏平応力分布を評価することが可能となる。 

３．実験方法 
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API5L-X65 規格の肉厚 15.1mm，φ610mm の曲管に袖管を溶

接し、一方をフランジを介して定盤に取り付け、他方のフランジを

油圧ジャッキで内曲げ、外曲げ方向に荷重を負荷した。測定位

置は曲管の中央断面とし、曲管の外側を０度として、管周方向に

５度ピッチで全周を磁歪法で計測した。また磁歪法の測定位置の

近傍には、検証のためのひずみゲージを１５度ピッチで取り付け

た。実験の概要を図１に示す。 

４．実験結果 
測定結果の一例として、図２～図４に内曲げ時の磁歪法及び

ゲージ法（それぞれ M-,G-で表示）で求めた応力分布を示す。本

図ではゲージ法の測定応力と同結果を Karman 分析したもの、及

び磁歪法の結果と同結果を Karman 分析したものを併記（それぞれ  
-Meas,-Karman で表示）してある。 
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図２ 無負荷時の測定結果（左：σＬ－σＣ，中：σＬ，右：σＣ） 

図２は無負荷状態での

測定結果であり、ゲージ法

の測定値は当然ゼロであ

る。これに対して磁歪法で

は、原理的に絶対的な応

力が測定されるために、管

のもつ残留応力によって

偏平応力分布が算出され

ている。但しこのレベルは

十分に小さいものである。 
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図４ 98kN 負荷時の初期値減算結果（左：σＬ－σＣ，中：σＬ，右：σＣ） 

図３ 98kN 負荷時の測定結果（左：σＬ－σＣ，中：σＬ，右：σＣ） 

図３は 98kN の荷重を

加えたときの測定結果で 

あるが、磁歪法、ゲージ法

の測定結果に偏平応力分

布が現れている。しかしな

がら同結果をKarman分析

したものはゲージ法、磁歪

法 で 若 干 の 差 が み ら れ

る。 

図４は 98kN 負荷時の 

データから無負荷時のデ 

ータを減算したものである

が、磁歪法とゲージ法の

Karman 分析結果はほぼ

完全に一致している。 

供試管は直管を電磁誘導によって加熱しながら曲げて製造した「高周波ベンド管」とよばれるものであり、曲げ加工

時の残留応力が偏平応力分布として存在していると考えられる。一般に配管設計上は残留応力を考慮しないが、新

設時に管の残留応力を把握しておくことができれば、供用後は残留応力を含んだ、より実際的な応力を評価、管理

することも可能である。 

６．まとめ 
今回の検討から得られた知見をまとめると以下となる。 
i. 曲管部の応力を磁歪法で測定し、Karman 分析を行うことによって、残留応力のばらつきの影響を受けずに

実用上十分な精度で偏平応力を抽出・評価できた。 
ii. 「高周波ベンド管」では製造時の残留応力が偏平応力成分と同じ特性を持っており、磁歪法では残留応力

成分を含んだ、より実際的な応力評価が可能であることが分かった。 
７．おわりに 

磁歪法は供用下のパイプラインの応力を非破壊的に評価できる唯一の技術である。今後は直管部から曲管部まで、

パイプライン全体の安全性を評価できるツールの１つとして本技術の開発、改良を進めていきたいと考える。 
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